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1992年 以 降ベ トナ ムのマ ク ロ経済 は著 し

く改善 された。従来の高 インフ レは沈静化 し、

経常収支や財政収支の赤字 は改善 され、ベ ト

ナム ・ドンの対米 ドル為替 レー トは実勢 レー

トに近づいた。GDP年 平均成長率は、1992

-94年 は8 .4%に 、1995年 と1996年 は9.5

%の 高い成長率 を実現 した。 このような良好

な経済パ フ ォーマ ンスか ら、ベ トナムは東南

アジアの新興市場と して注 目を集めた。1994

年 には、高経済成長政策 を更 に推 し進め る

ために、「工業化 ・近代化路線」 を採用 し、

2020年 まで に工業 国に なるこ とをめ ざ した

「新発展時代」の構築 に取 り組み始 めた。

このよ うな状況下で、1997年7月 に タイ
i)

で端を発 した通貨金融危機は、その後事態は

深刻化 ・長期化 して東南 アジア諸国を含む ア

ジアの経済危機へ と展開 ・拡大 した(本 論で

は 「アジア通貨 ・経済危機」 と言 う)。 ア ジ

ア通貨 ・経済危機 はそれ まで好調であ ったベ

トナム経済へ次第 に影響 し始めた。ベ トナム

の場合は他の東南アジア諸国と比較 して、現

在 までのところ 「危機的状況」にあ るとは言

え ないが、1998年 に入 って国内経済 の減速

は避け られず、政府 当局はアジア通貨 ・経済

危機が国内経済 に波及 しないよう慎重 な対応

策と取 り始めた。

本論 は、1997年 と1998年 のベ トナムへ の

アジア通貨 ・経済危機の影響 と諸対策を中心

に論 じたものであ る。始めに1997年 と1998

年のベ トナムのマクロ経済実績 を分析 して、

アジア通貨 ・経済危機がベ トナ ムのマクロ経

済全般にどの程度の影響 を与えたかを概観 し、

次 に ア ジア の経 済 危 機 が深 刻 化 し始 め た

1998年 の通貨、金融 、実体経済等への波及 ・

影響 を更 に詳 しく検 討 した。 また 、1997年

以降に通貨金融 ・経済危機 を回避す るために

採 られた諸対策を整理 した。最後 に結 びと し

て、現在アジア諸国が経済構造調整や社会的

諸改革を実施 している中で、ベ トナムが取 り

組む課題 と1999年 の経済展望を述べた。

1.1997-98年 の マ ク ロ経 済 実 績

ベ トナムは、 ドイモ イ政策のもとで対外開

放政策と市場経済制度を導入 して世界経済 と

周辺国経済 との結 びっ きを強めてきたので、
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1997年 以降 のアジア通貨 ・経済危機の影響

は回避 し得 ないものであ った。本章では、ア

ジア通貨 ・経済危機がベ トナム経済へ どの程

度の波及 ・影響 を及ぼ したか、また、ベ トナ

ム経済の減速がいっ頃か ら始 まったのかを検

討す るために、始めに、高経済成長期 を迎え

た1994-96年 のマクロ経済実績 と高経済 成

長を可能に した要因を整理す る。次 に、1997

年 と1998年 のマクロ経済実績 を検討 し、ベ

トナム経済への波及 ・影響状況 を述べ る。最

後 に、1998年 のマ クロ経済実績 を更に詳 し

く分析 して、ベ トナム経済の減速が深刻化す

る状況を述べる。

表1は 、1994年 か ら1996年 までのベ トナ

ム の経 済 実 績 を示 した も ので あ る。 実 質

GDP成 長率は 、1994年 の8.8%か ら1995

年 と1996年 は9.5%へ と高 い成長率 を記録

した。 総投 資 の対GDP比 は 、1994年 の

表11994-96年 の 経済 実績

1994 1995 1996

GDP成 長 率(%) 8.8 9.5 9.5

農 業 3.9 4.7 4.5

工 業 14.0 13.9 13.3

サ ー ビ ス 10.2 10.9 11.1

総 投 資(対GDP比) 26.0 27.5 30.1

総 貯 蓄(同) 16.6 17.4 18.0

イ ン フ レ 率(%) 14.4 12.7 6.0

商 品 輸 出 額(%) 35.8 28.2 30.4

商 品 輸 入 額(%) 48.5 43.8 35.2

経 常収 支(10億 ドル)
一1
.3

一2
.0
一2
.9

対 外債 務(10億 ドル) 5.5 7.2 9.2

外貨準備高(100万 ドル) 908 1,062 1,513

(出 所)ADB,"AsianDevelopmentOutlook

1997-1998,"等 よ り 作 成 。

26.0%か ら1996年 の30.1%へ と4.1ポ イン

ト増加 し急速 な経済成長 を裏付けている。一・

方、 このような高い経済成長率 と投資率にも

かかわ らず 、イ ンフ レ率は、1994年 の14.4

%か ら1996年 の6.0%に 大 き く低下 し、お

おむねインフレを抑制 した高経済成長を実現

した。高経済成長を実現 した背景 と して、製

造業 な どの工業部 門の急成長(年 平均13.7

%)と サー ビス部 門の急成長(年 平均10.7

%)が あげ られ る。これ らの部門の急成長は、

ベ トナムが ドイモ イ政策で進めてきた積極的

な外 国直接投資の導入と輸出志向型工業化政

策が大 きな役割 を果 た した。1994-96年 の

対ベ トナム外国直接投資の認可件数 と投資額

は(新 規認可べ一ス)、1994年 は340件 ・37

億2170万 ドル、1995年 は367件 ・65億5242

万 ドル、1996年 は325件 ・84億9730万 ドル
2)

と拡 大 した 。 また 、商 品輸 出は 、1994年

35.8%、1995年28.2%、1996年30.4%と

高い増加率 を実現 してきた(表1)。 このよ う

に外国直接投資 の導入 と輸 出増加は、ベ トナ

ムの高経済成長 のベースであ った。

1997年7月 にタイで起 きた通貨金融危機

は、1997年 後半 か ら1998年 にかけて次第 に

他の東南アジア諸国や韓国な どに波及 ・影響

した。ベ トナムへ も域 内通貨金融危機の波及

が見 られ始 めた が、1997年 の国内経済全般

に与 えた影響 は深刻 なもので はな く、1994

年以来 の高経済成長が減速要因を内包 しなが

ら維持 された と言 る。表2は1997年 の経済

実績 を示 した もので ある。GDP成 長 率は

9.0%で 、1995年 と1996年 と比較 して0.5

ポイン ト程度低下 したが、依然 と して高い成

長率を維持 した。域 内通貨金融危機 の影響 を
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表21997年 の経済実績

GDP成 長 率(%)

農 業

工 業

サ ー ビ ス

食 糧総生 産量(ト ン)

総 輸 出 額(%)

総 輸 入 額(%)

貿易 収支(前 年比,%)

イ ン フ レ 率(%)

財政赤字(対GDP比)

s.0

4.8

13.2

9.5

3,060万

20.0

0.5

-37 .5

3.6

4.8

(出 所)"SaigonTimes,"No.321,8頁,

1997年11月29日 号 等 よ り作 成。

受けた部門 としては、サー ビス部門と輸出が

あげ られ る。サー ビス部門の成長率は9.5%

に低下 し、1994年 以降で最 も低 い伸び率で

ある。1997年 の同部門成長率 は、年 間 目標

の12-12.5%を 大 き く下 回 った。 サー ビス

部門には、ホテル ・観光 などが含 まれ 、これ

らの分野は域内諸国の対ベ トナム直接投資の

主な対象であ った ことか ら、通貨金融危機 の

影響を直接受けた ことを示 している。金額べ一

スの輸 出増加率は20%で あ ったが、1996年

よ り約10ポ イ ン ト低下 し、 また1997年 年間

目標の27%を 下 回った。ベ トナムの輸 出は、

近年域内諸国での同種製品 との競合、輸 出製

品 の品質問題、低 い生産性な ど様 々な要 因か

ら競争力が低下 しているが、域 内諸国の通貨

切 り下げ とそれに伴 ってベ トナム ・ドンが割

高になったことか ら、輸出商品価格の国際競

争力が更に低下 した ことが輸 出増加率の減少

をもた らした。

1998年 は域 内通貨金 融危機が経済危機へ

拡大 した ことか ら、ベ トナム経済へ与えた影

響 も急速 に深刻 なもの となった。1998年 上

半期 の経済実績 を見ると、実質GDP成 長率

は6.6%、 工業生産成 長率は12.6%、 農業

生産成長率は2.0%、 輸 出増 加率は10.6%
3)

であった。農業生産成長率の低迷は、天候不

順や 自然災害 にも原因がある。 同年1月 か ら

4月 までの実質GDP成 長率 は8.8%で あ っ

たか ら、5月 か ら6月 、7月 頃 にかけてアジ

ア通貨 ・経済危機 はベ トナム経済に急速 に波

及 ・影響 した ものと思われる。 このような状

況を背景に1998年7月21日 に開催 された国

会常務委員会 では、1998年 経済 目標 の下 方
4)

修正が発表 され た。表3は 、1998年 の主要

経済指標の当初 目標値 ・改定値 ・実績値 を示

した ものであ る。1998年 の 当初 目標値 の実

質GDP成 長率は9.0%に 設定 されたが、7

月 には6.0-7.0%に 下方修正 され、最終 的

な実績値は5.8%で あ った。 この実績値 も過

大評価 で、実 際には3.5-4。5%程 度では な
5)

いか との見方 もある。各部門の成長率は、農

林水 産業部 門が2.7%、 工業 ・建 設部 門が
6)

10.3%、 サ ー ビス部 門 が4.2%で 、1994-96

年 の各 部 門 の 対GDP成 長 率 と比 較 す る と

表31998年 の主要経済指標

当初目標値 改定値 実績値

GDP成 長率(%) s.o 6.0-7.d 5.8

農 業 4.7 3.4-3.5 4.0

工 業 13.5 10.0-11.0 12.1

総 輸 出額(%) 25.0-26.0 約10.0 0.9

総輸 入額(%) :1 一3
.0

インフ レ率(%) 6.0-7.0 10.0%以 下

(出 所)1997年11月22日 付 け お よ び1998年7月

22日 付 け"NhanDan,""KinhteSaigon"

No.419,5頁,1999年1月7日 号 よ り作成 。
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(表1)、 農林水産部 門とサー ビス部 門が著 し

く停 滞 した。輸 出増加率 は0.9%で 、1998

年 当初計画値 と改定値 と比較 しても大 き く落

ち込んだ。輸 出の大 幅低下 は、1998年 の東

アジア ・日本 向け輸 出が前年比20.0%減 少

した ことが響 いているものと思われる。ベ ト

ナムは輸 出主導型の経済成長路線 をベース と

してきたので、アジアの経済危機 はベ トナム

の経済成長路線の基盤を揺るがすものである。

2.ア ジ ア通貨 ・経 済危機 の

ベ トナ ムへの影響

前章では、アジア通貨 ・経済危機が、次第

にベ トナム経 済へ波及 し、1998年 半 ば以降

に深刻な影響 を与えた ことを概説 した。本章

では、アジア通貨 ・経済危機の影響を通貨 ・

実体経済(特 に輸 出)・ 外 国直接投資の流入

状況 などにっ いて更 に具体的に述べたい。

(1)ベ トナ ム ・ ドンの切 り下 げ

1997年7月 以 降 の 域 内 通 貨 の大 幅下 落 に

よ って、ベ トナ ム ・ ドンは相対 的に割 高に な っ

た。1997年7月 時 点 で 、ベ トナ ム ・ ドンは

タイ ・バ ー ツ に対 して42.0%、 フ ィ リピ ン・

ペ ソ22.0%、 マ レー シア ・リンギ20.0%、

シ ン ガポ ー ル ・ドル2.6%と それ ぞれ 割 高 で
の

あ った。1997年7月 以降 の域内通貨危機は、

次第 にベ トナムの輸 出にも影響を及ぼ し始め

たので、貿易業者間では、米 ドルを確保 しよ
8)

うとす る機運が広が った。また、当時預金金

利が低 く設定 されていたので、ベ トナム ・ド

ンよりも米 ドルを選好す る傾向も見 られた。

しか し、もともとベ トナ ムは厳 しい輸入規制

などを行 って外貨流出を統制 してお り、外貨

の流入は、外国直接投資による流入が中心で、

また外貨取引は9割 近 くが銀行間取引であっ

た。そのため他の域 内国のような外 国為替市

場 の混乱 には至 らなか った。一方ベ トナムの

外貨準備高は、1996年 の15億1300万 ドルか

ら1997年 には21億5600万 ドル に増加 した

が(表1お よび表2)、 決 して十 分な準 備高 と

は言えず強力な外貨流出が生 じた場合、外貨

危機 に直面する可能性があ った。 このような

状況下で、ベ トナム ・ドンを防衛す るため切

り下げを余儀 な くされた。

今 日までに、ベ トナム ・ドンは3回 切 り下

げ られた。第1回 目は、1997年10月14日 に

行われた。銀行 間の外 国為替は公式中心 レー

トの上下5%の 変動幅で取引されていたが、

変動幅は10%に 拡大され、ベ トナム ・ドン・

レー トは事実上5%切 り下げ られた。第2回

目は、1998年2月16日 に、米 ドル に対す る

ベ トナム ・ドンの公式中心 レー トを1ド ル=

1万1175ド ンか ら1万1800ド ンへ5.59%

切 り下げた。第3回 目は、1998年 半ば 以降

の輸 出の大 きな落 ち込み と経済減速の進展を

受けて8月7日 に行われ、公式中心 レー トを

1ド ル=1万1800ド ンか ら1万2998ド ンへ

10%切 り下げ、同時 に変動幅を上下10%か

ら7%へ 縮小 した。このためベ トナム ・ドン・

レー トは7%切 り下げ られた。 この3回 の切

り下げを通 して、ベ トナム ・ドンは17.59%

切 り下げ られた。現在では、第3章 で述べる

ように、外貨の流出規制や外貨管理を強化 し

て、ベ トナム ・ドン ・レー トの維持が図 られ

ている。
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(2)実 体経済への影響

次にアジア通貨 ・経済危機が実体経済に与

えた影響 と して、輸 出入(特 に輸 出)、 失業

問題、国営企業経営 にっいて取 り上げたい。

1)輸 出入

1997年 の 輸 出 増 加 率(金 額 ベ ー ス)は

1994-96年 と比 べ る と低 下 した が 、20.0%

と比較 的 高 い伸 び率 であ った 。 しか し、1998

年 上半 期 には輸 出増加 率 は10.6%に 低下 し、

最終 的 には年間0.9%の 増加 率 にと どま った 。

近年 のベ トナ ムの主要輸出品は、米、 コー ヒー、

原油 、衣 料 ・繊 維 、石 炭 、 ゴム、水 産物 、茶 、

カシ ューナ ッツ、履 き物 で 、輸 出額 全 体 の約
g}

70%を 占めた。1998年 の輸 出実績 のうち、

輸 出額が増加 した品 目は、米(金 額で前年比

18.5%増 、数量で前年比7%増)、 茶(金 額

同4.4%増 、数量 同5.3%増)、 水産物(金

額同8.9%増)、 コー ヒー(金 額同21.1%増 、

数量 同2.4%減)、 石油(金 額同13%減 、数

量 同23.8%増)で あ る。石油輸 出量 は大幅

に増加 したが、石油 ・原油の国際市場価格 は

低迷 しているため輸 出額 の増大 に結びっかな

か った。輸 出額が減少 した品 目は、ゴム(金

額で前年比31%減 、数量で前年比4.9%減)、

カシ ューナ ッツ(金 額 同2.5%減 、数量 同

13.0%減)、 石炭(金 額 同8.8%減 、数量同

8.3%減)で ある。総輸 出が減少 した原因は、

このような主要輸出品の輸 出の低迷 ・減少、

域内諸国の通貨切 り下げによる輸出品価格 の

下落、輸 出相手国の不況やベ トナム製品の低

い輸 出競争力などであ る。

輸入 もアジア通貨 ・経済危機の波及 ・影響

を受 けた。1997年 の輸入増加率(金 額 ベー

ス)は0.5%、1998年 はマイナ ス3%ま で

減少 した。 ガソリン、デ ィーゼル燃料、 自動

車、砂糖 など多 くの輸入品価格が下落 した。

アジア通貨 ・経済危機の影響を受けて、ベ ト

ナム国内の輸 出産業の原材料輸入が低迷 した

こと、国内経済の減速、および外貨管理規制

の強化などが輸入を抑制 した。

2)失 業問題

輸出産業や外資合弁企業の進出が多い衣料・

繊維、履き物、レストラン、ホテルなどの産

業で労働者の解雇が増加した。このような産

業の大部分は都市部に立地しているため主要

都市部での失業増加が懸念されている。外資

系企業の縮小 ・撤退や駐在員事務所の閉鎖に

よるベ トナム人労働者の解雇も急増し、大規

模外資系企業が進出している工業団地の失業
io>

率 は、27-30%に 達 した もの と見 られ る。

1998年 上半 期の国営企業 の余剰労働 ・失業

状況は、 国営企業1546社 で余剰労働 力は9

万2300人 に上 り、国営企業148社 で6505人

が 一 時解 雇 され 、 同 下半 期 に は更 に2万
11)

6200人 が失業す る との予測 もあ るが 、実 際

の失業者数は これ らの数値 を上回るもの と思

われ る。1998年 初頭 に国営 企業で一時解雇

された労働者の割合は8.0%に 達 したものと
12)

見 られ る。1998年 央 頃の失業率は7-8%に

達 し、各部門別の失業率は、建設部門8.0%、

輸送部 門5.0%、 農業部門12.0%、 工業 部
13)

門16.0%に 上 った。資料 ・統計上の制約 か

ら正確 な全 国的な実態 は明 らかではないが、

1998年 のアジア経 済危機 と国内経済 の急速

な減速によって失業 問題が相当深刻化 してい

るものと思われ る。



3)国 営企業への影響

社会主義計画経済制度の もとでは、国営部

門(国 営企業)と 集団部門(合 作社)が 基礎

的経済単位 としての役割 を果た してきた。 ド

イモ イ政策のもとでも、 この役割は基本的に
14)

は変わ りはない。 しか し、国営企業は、長年

中央集権的計画経済のもとで生産 ・経営が行

われ 、また経営赤字は財政補助金 で補填 され

ていた。そのため生産性や経営効率は極 めて

低 く、資源の適正配分が行われ ていない国営

企業が今 日でも多数存在す る。その一方で、

1998年 工業総生産額(150兆6850億 ドン)

の うち、非国営 企業部 門は22.0%、 外 国投

資部 門は31.8%の 割合を 占め るが、国営 企

業部門 は46.8%を 占め依然 と して重要 な経
15)

済部門である。近年、国営企業は整理 ・統廃

合、株式会社化 などを通 して改革が進め られ、

国営企業数 は1998年6月 末 までに5800社 ま

で削減 されたが、経営効率や競争力 などは十

分には改善 され てい るとは言え ない。国営企

業3528社(国 営 企業全体 の59.0%)・ 総 資

本金31兆2930億 ドン(同30.4%)を 調査

したあ るデー タによると、1301社(同37.0

%)は 効率的経営状態、1634社(同46.7%)

は一時的に困難な経営状態、588社(同16.6

%)は 非効率 的な経営状態 にあ り、 国営企

業全体の6割 以上が赤字経営で、数兆 ドンの
16)

債務を抱えているものと推定されている。国

営企業の平均資本額は170億 ドン程度の資本

規模である。従って、工業総生産額に占める

国営企業部門の割合は高いが、実体は零細規

模で赤字経営の企業が多く、極めて脆弱であ

る。国営企業の詳細な財務状態は不明確であ
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るため、1998年 以降 の域 内経済危 機が どの

程度 まで影響を与えてい るか明 らかではない

が、これまで述べた状況か ら、かなり深刻 な

影響 を及ぼ しているものと思われ る。

(3)外 国直接投資流入の減少

近年 までの対ベ トナム直接投資の約6割 は

アジア諸国か らのもので、不動産、観光 ・ホ

テル、工業生産、輸 出品生産、イ ンフラ建設

等へ投資 された。1996-98年 の総投資認 可

額を見ると、1996年 は86億 ドル、1997年 は

55億4800万 ドル、1998年 は48億2700万 ド

ルに推移 し、1998年 の総投資認可額 は1996

年の約60%に 減少 した。1997年 と1998年 の

投資実績 を更に詳 しく見ると以下の特徴を示

してい る。1997年 総投資認可額55億4800万

ドルのうち、新規認可額 は44億5300万 ドル

で、残余の10億9500万 ドルは資本増強 に充

て られ た。 しか し、1997年 の実行額 は29億

5000万 ドルで総認可額の僅かに53%に 過 ぎ

ない。認 可べ一スで 見た上位 投資 国は 日本

(8億7500万 ドル)、 韓 国(7億9200万 ド
17)

ル)、 フランス(7億4600万 ドル)で あった。

1998年 は総投資認可額48億2700万 ドルの う

ち、新規認可額 は40億5800万 ドルで、残余

の7億6900万 ドルは資本増 強分に充て られ
18}

た 。実行 額 は19億 ドルで あ った。 表4は

1998年 の対ベ トナ ム直接投 資認 可状況を示

した ものであるが、 日本と韓 国か らの直接投

資が大幅に減少 しているだけでな く、アジア

諸国か らの直接投資が激減 し、 ロシア ・イギ

リスなどアジア諸 国以外か らの投資が増加 し
19)

た。1997年 と1998年 は総投 資認可額が大 幅

に減少 し、投資実行額 は1998年 に更 に悪 化
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表41998年 の対ベ トナム直接投資状況

件数 総認可資本額(100万ドル)

ロ シ ア 4 1,307.10

シ ン ガ ポ ー ル 36 :・1

イ ギ リ ス 5 481.1

台 湾 67 252.8

香 港 23 229.7

日 本 17 177.5

韓 国 13 148.6

チ ャ ンネル 諸 島 3 122.5

米 国 16 92.4

フ ラ ン ス 17 .,

(出所)"SaigonTimes,"No.381,9頁,1999年
1月23日 号より引用。

しているか ら、対ベ トナム直接投資は低調 に

推移 している。 また資本増強のための投資額

が大 きいことか ら、既存の外 資系企業のなか

には経営体力が低下 している企業もみ られ る

と思われ る。1998年1月 か ら4月 に190件

の外資関連の駐在員事務所が閉鎖され、また

外国直接投資の延期 ・中止、取 り消 しなども

増加 した。

3.ア ジア通貨 ・経済危機波及に

対する諸対策

政府は早い時期か ら域内通貨金融 ・経済危

機に危機感 を抱いていた。1997年9月10日

と11日 に行われた定例 閣議 では、輸 出の促

進、国内購買力の拡大、資本建設 プロジ ェク

ト投資の増額、生産への信用供与の増加、国

営企業の改革による競争力強化な どの近隣諸
20)

国の通貨金融危機の防衛策を決定 した。1998

年6月29日 と30日 には、1998年 上半期 の

中間総括会議が開催され、下半期 の経済社会

緊急対策として、農業 ・工業生産とマーケテ ィ

ングの拡大、国営企業改革、投資構造の再調

整、輸 出市場の拡大、金融通貨改革、雇用創
21)

出の促進な どが決め られた。

本章では、アジア通貨 ・経済危機の波及を

回避す る対策として採 られた、外貨流出規制、

金融システム改革、輸出拡大策、国内投資促

進策および外資導入策にっいて、以下 にその

概要を述べる。

(1)外 貨流出規制

通貨危機直後のベ トナムでは、ベ トナム ・

ドンの切 り下げ予測が広が り、貿易業者や外

資系企業 などが手元に外貨を確保す る動 きな

どがあ った。そのため政府は、一定の外貨準

備 高を維持 し、外資系企業の外貨需要 に対応

す るために外貨流出を最小限に回避す る必要

があ った。1998年 にベ トナ ムの外貨管理規

制 は、次のように強化 され ている。2月14

日に政府 は 「外貨管理 に関す る措置」を決定
22)

した(決 定第37号)。 決定第37号 は、外 資

系企業 ・ベ トナム企業 ・合作社な ど国内で営

業免許を持っ全 ての企業に対 して、外貨取扱

免許 を受けた公認信用機関に外貨預金 口座を

開設 し、全ての外貨収入を預け入れ ることな

どを義務づけたものである。 また同時に、異

なった信用機関に2っ 以上の外貨預金 口座を

開設 した企業は1っ の信用機関 に1っ の外貨

預金 口座を集中す ることことが求め られ 、外

貨管理 を一元化す る措置が採 られた。決定第

37号 に続 いて、9月12日 には、「法人の外

貨売却義務 と外貨購入の権利」 に関す る決定

が 出され た(決 定 第173号)。 決定第173号
23)

は、政府から外貨供給保証を与えられた外資



系企業やベ トナム企業 などの法人は外貨収入

の80%以 上 、国家機関 ・軍組織 ・社 会政治

機関 などは全額を外貨預金 口座 に預金 された

日か ら15日 以内に銀、行 に売却 しベ トナ ム ・

ドンとの交換 を義務づけ、これ らの法人が経

常的 な取引で外貨が必要なときに、銀行か ら

外貨 を購入す る権利を保 障 した ものである。

決定第37号 と第173号 は 、外貨 の強制預 け

入れ を中心 と した外貨流出規制であるが、外

貨保有者にとっては外貨が必要 なときに国家

銀行か ら十分 な供給 を受け られ るか懐疑的で

あ ったか ら、外貨 のベ トナム ・ドンとの交換

を避けようとした。 また、銀行 間でこれ らの

決定 に対す る解釈や運用が異 なり、実際 には

十分 には運用され なかった。そのため政府は

外貨 の売却 を促進す るため に、12月1日 に

決定 第173号 を更に強化す る措 置を と った
　　

(決定第232号)。 決定232号 は、決定第173

号で規定 された 「15日 以 内の外貨売却」 を

修正 した もので、外貨が外貨預金 口座 に移転

されたあと即座 に銀行に売却す ることを義務

づけたものである。

(2)金 融 システム改革

アジア通貨 ・経済危機は、ベ トナム国内の

外国銀行 と金融機関の営業活動 にも影響 を与

えた。外国銀行 は、外銀支店(25支 店)・ 合

弁商業銀行(4行)・ 駐在員事務所(55件)

な どの形態で営業活動を行 っているが、本国

経済の悪化、対ベ トナ ム外 国直接投資流入の

減少、ベ トナム国内の外資系企業の一部が操

業 を縮小 ・停止 した ことなどか ら、若干 の駐

在員事務所が閉鎖 された り融資活動の縮小 な

どを余儀 な くされた。1998年10月 末 の外銀
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支店の未済融資額は、前年同期比で9%増 加
25}

した。国内金融機関は、国内経済 の減速、輸

出の低迷、国営企業の債務増加、非効率経営

などか ら、不 良債権が増大 し経営基盤が弱体

化 している。長年 にわた ってベ トナムの金融

システムは未整備、脆弱性が指摘 され、金融

システムの再編成 と法整備が課題であ った。

1997年 の域 内通貨危機 以降、政府 は金融部

門の健全性 と競争力を強化す るため に、次の

金融 システムの再編成 と法整備に取 り組んで

い る。

2.1金 融 システムの再編成

ベ トナムの金融システムは、ベ トナム国家

銀行(中 央銀行)、 国有銀行4行(ベ トナム

外 国貿易銀行、ベ トナム工商銀行、ベ トナム

農業 ・地方開発銀行、ベ トナム投資開発銀行)、

商業銀行、外国銀行、合弁銀行、金融会社、

伝統的 な信用組織 などか ら構成 され ている。

各金融機関は概 して過小資本であ り、商業銀

行54行 は、半 数以上が資本金500億 ドン以

下 の零細規模で ある。表5は1998年6月 末

の金融機関の経営状況を示 したものである。

ベ トナムの金融 システムにおいては国有銀行

の存在は依然 として大 きい。ベ トナム外 国貿

易銀行 とベ トナム工商銀行の延滞債権比率は

それぞれ14.5%と18.6%と 高 いが、国有銀

行全体 と しては9.4%で あ る。1998年6月

末時点の商業銀行の延滞債権比率は16.7%、

各行平均 は約17%で あるが 、実際 にはその
2s>

2倍 近 くに上ると見 られている。 また他の資

料 による と、商業銀 行の延滞債権 額 は1兆

7000億 ドン、総未済融資額 の20%に 達す る
27)

と見 られ る。1998年11月 には 、商 業 銀 行 の
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表5ベ トナ ム金融 機 関 の経 営状 況

(96年6月 末、単位兆 ドン、%)

融 資 延 滞 延滞債

残 高債権額権比率

国 有 銀 行 78.9 7.4 9.4

ベ トナム外国貿易銀行 9.8 1.4 14.5

ベ トナム工商銀行 22.4 4.2 ・

ベ トナム農業・地方開発銀行 24.3 1.3 5.4

ベ トナム投資開発銀行 19.9 0.5 2.4

商 業 銀 行 11.5 1.9 16.7

外 国 銀 行 17.8 0.1 o.g

合 弁 銀 行 1.5 0.2 15.1

(出所)1999年1月18日 付け 「日本経済新聞」

朝刊より引用。

メ コン銀行 とナム ド銀行が閉鎖 され、その他

に商業銀行10行 が既 に国家銀行の管理下 に

置かれていることが明 らかにな った。

金融システムの健全性 と経営効率 を改善す

るために、不 良債権問題の解決 と金融機関の

資本と経営力の強化が必要である。不良債権

問題の解決策 と して、1998年12月 に 「債務

決済積立基金」の創設が決定された。 しか し、

現在 までのところその詳細は明らかではない。

1998年 にベ トナム国家銀行 は、全金融機 関

に対 して形態別の最低資本金 を設定 した。農

業 ・地 方 開発 銀行 以 外 の 国有 銀行 は1兆

1000億 ドン、ハ ノイ とホ ーチ ミン市の商業

銀行は700億 ドン、その他の都市の商業銀行

は500億 ドンなどの最低資本金を3年 以内に
28)

実現す ることが求め られ てい る。

2.2金 融システムの法整備

ベ トナムでは、金融関連法や金融機関の監

査監督制度が未整備である。監査制度は、金

融機関の債権債務状態や経営状態を明確にす

る上で基本的 な制度であるが、ベ トナムでは

1997年 末 まで導入 され なか った。 この制度

の導入も国有銀行4行 と資本金500億 ドン以

上の商業銀行が対象でその数 は極 めて限 られ

た もので十分 なもの とは言えない。対象 を全

金融機関に拡大 し経営実態を明確 に しなけれ

ば、金融 システム改革は不徹底 なものになる

恐 れ が あ る。 金 融 関 連法 の整 備 と して 、

1997年11月21日 か ら12月12日 まで開催 さ

れた第10期 国会第2会 議で採択 され たベ ト

ナム国家銀行法(12月9日 採択)と 信用機

関法(12月11日 採択)の 制定があげ られる。

これ らの法律は、域 内通貨危機 が発生す る以

前か ら検討 され ていたものであるが、金融シ

ステム改革の一環 と して重要 なので、以下に

その概要 を紹介す る。
29)

ベ トナム国家銀行法は、銀行 ・信用 システ

ムを改善 ・安定 させ るために、国家銀行の役

割 と権 限が規定 された。国家銀行は政府機関

と しての性格 を持っが、財政省 との役割分担

を定めて、「中央銀行」、「銀行の銀行」 とし

て通貨 ・銀行活動を管理す る機能を明確に し

た。一時的に債務不履行 に陥 った信用機 関に

は、首相の承認を受けて銀行 システム全体の

健全性 を維持するために融資す ることも認め

られた。また、発券銀行 と して通貨発行権が

規定された。

信用機関法は、各信用機関の経営管理 ・融
30)

資基準等が規定された。その主 な内容には、

1)信 用機関は融 資す るときに抵 当を とる、

2)国 家企業 および優 良企業 はそれ らの信用

に基づいて融資を受 け られ るが、融資限度額

は 自己資本の15%を 超 えてはな らないが 、

信用機関はこの限度 を超えるシンジケー ト・



ロー ンを組む ことができる、3)信 用機関 は

不動産取引に直接従事 してな らない、4)外

国銀行は金融会社や金融 リース会社な ど100

%出 資のノンバ ンク機関を設立で きる、 など

が含 まれてい る。

ベ トナム国家銀行法 と信用機関法 は1998

年10月1日 に発効 したが、 これ らの法 律が

金融 システム改革 にどの程度 の効果を持っか

は、もう しば らく様子を見る必要があ る。

(3)輸 出拡大策

輸出拡大策 には、輸出の奨励、新規市場の

開拓、輸出製品の品質改善や新商品の開発、

国内の供給過剰製 品の輸 出などがある。1997

年 の域 内通貨危機以降 に採 られて きた主 な

輸 出拡大策には、輸 出の奨励 ・義務策 と輸 出

報奨制度の創設があげ られ る。

輸 出の奨励 ・義務策は主 に外資系企業 を対

象に実施 された。輸 出奨 励策 と して、1997

年末 に政府は、国内供給 に余力のある電気製

品 ・洗剤 ・衣料 ・履き物 ・建築資材(タ イル

や煉 瓦 な ど)等 の生産量 の80%以 上の輸 出
31)

を奨励 した。1998年1月23日 には、「ベ ト

ナムにおける外国直接投資活動の奨励 と保護

に関す る措置」(政 府決議第10号)が 公布 さ
32)

れた。決議第10号 には、計画投資省が発表

す る産業分野お よび生 産量の80%以 上 を輸

出す る外 国直接 投資案件 には、15日 以 内で

投資認可証を発給す る条項があ り(第4項)、

外国直接投 資の導入 と輸 出の促進を同時に進

める政策が採 られた。決議第10号 に基づ い

て、計画投資省は4月28日 に、オー トバ イ・

自動車 ・衣料 ・自転車 ・履 き物 ・扇風機 ・ア

ル ミ製品などの24品 目の産業 分野を特定 し、
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1998年5月14日 以降に これ らの産業分野で

認可を受ける外 国直接投資に対 して生産量の

80%以 上 の輸 出を義務づけ る決定を発布 し
33)

た。 また政府は、8月24日 に輸出報奨基金

の創設 に関す る決定第764号 を公布 した。決
34)

定第764号 は、新規海外市場を開拓 した生産・

輸 出製品、国際的な品質審査機関か ら承認 さ

れた生産 ・高品質輸 出製品、ベ トナム製品の

新規輸 出市場の開拓 、大量の国内原材料 と国

内労働者 を使用す る輸 出製品の生産、割当以

外に毎年5000万 ドル以上を輸 出 しまた高い

効率 を達成 した輸出、などの基準の うち1っ

を満たす 国営企業や外資系企業な どの事業に

輸出報奨金 を給付 して輸 出促進をはかるもの

である。具体的な報奨の条件 と金額 にっいて

は、10月28日 に工 業省は 、(1)新 規海外 市

場の開拓 または年間の売上利益 が10万 ドル

以上の製品の輸 出は、報奨が決定された 日の

外国為替 レー トで換算 したベ トナム ・ドン建

てで、輸 出額 の1%の 報奨金を給付す る(但

し各案件にっき上限額 は1億5000万 ドン)、

(2)現 行輸 出市場 を拡大あ るいは新規市場 を

開拓 し前年 よ り20%ま で売 上が増加 した工

業省 の輸 出奨励 品、年 間輸 出額が1000万 ド

ル以上で生産額 の60%を 国内原材料 または

集約的労働 を使用する加工品の輸 出、および

年間5000万 ドル以上の取引高 に達す る割 当・

計画外の製品輸 出は、上位10位 企業 に各 製

品毎 に5000万 ドンか ら1億 ドンの報 奨金 を

給付す る、(3)外 国の国際的 な展覧会で受賞

した高品質製品あるいは外国の品質審査機関

か ら優 良品 と承認された製品は、それ らの受

賞 ・承認毎 に2000万 ドンの報奨金 を給付す
35)

る、 との決定 を発表 した。
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(4)国 内投資促進策

1998年4月21日 か ら5月20日 まで開催 さ

れた第10期 国会第3会 議で、 国内投資促進

法改正案が採択 された。 国内投資促進法は、

外 国直接投資、特 に在外ベ トナム人のベ トナ

ム国内での投資活動の規制緩和が図 られ てい

るが、主 に国内投資家にインセ ンテ ィブを与

えて育成す ることに主眼が置かれている。 こ

の国内投資促進法は、従来規定が曖昧であ っ

た土地使用権 にっいて、土地の転換 ・譲渡 ・

賃貸 ・抵 当 ・相続 の5つ の権利が認め られた

ことに特徴がある。 国内投資促進法 には、(1)

教育 ・健康 ・国民文化 ・生産 の拡大 ・技術

革新 ・都市部か らの生産施設の移転 に対す る

投資は、土地使用料 を50%削 減す る、(2)諸

困難に直面 している地域への投資は土地使用

料 を75%削 減 し、非常 に困難 な地 域への投

資 は土地使用料 を免除す る、(3)外 国人お よ

び在外ベ トナ ム人 に国内企業の資本金 の30

%ま で株式の購入 を認め る、(4)国 家は投資

家の合法的な財産 ・資本を国有化または接収

しない、 また合法 的な権 利を保障す る、(5)

企業監査は年 に1度 行 い、その期 間は30日

を超えない、不定期 な監査は法律違反が見 ら
ss>

れる場合のみ行われる、等の内容が含まれる。

国内投資促進法は、国内企業の低い経営効率

と競争力を改善し、国内経済の活性化と輸出

競争力の回復に寄与するものと期待される。

(5)外 資導入促進策

外資の積極的 な導入は経済成長政策の重点

の1っ と してきたので、外資流入の減少がベ

トナム経済に与える影響は大きい。本論で述

べたアジア通貨 ・経済危機下の国内経済の回

復策や輸 出拡人策 と関連 して、外資導入策 も

同時 に採 られた。本項では、外国直接投資導

入の促進策 と して、許認可案件 の審査期間の

短縮や一部の規制分野を除 く500万 ドル以下

の直接投資 プロジ ェク トの認可権 を中央直轄

市や地方政府に委譲 して、認可審査の迅速化

と行政手続の簡素化がはか られたことを補足

す る程度にとどめたい。

1997年 の域 内通貨 危機以降、 イ ン ドネ シ

アな どのような通貨大幅下落 国では、米 ドル

で換算 した人件費は低 くなり、 これ まで のベ

トナムの低賃金 の優位性が相対的に低下 して

いる場合が見 られ る。従 って労働生産性が向

上され なければ、外資はこのような国へ 向か

う可能性があ る。 また、政府が様hな 経済対

策を打 ち出す一方で、熟練労働者や技術労働

者な どの職業 ・技術訓練が依然不十分で ある

こと、国内資源 ・資金の配分 メカニズムが未

整備 ・未発達であること、法制度 の未整備 と

不明確 さ、官僚主義的行政 と汚職 などの現実

的な問題は、十分改善 しているとは言えない。

競争が激化 している今 日の世界経済のもとで

外 国直接投資を誘致す るため には、 このよう

な基本的な問題 の解決はます ます重要性を帯

びている。

4.1999年 の経済展望 と課題

ベ トナ ム経済 は1998年 半 ば以降急速 に減

速 したことか ら、1994年 か ら1996年 の高経

済成長期 に見 られた 「新発展時代」構築の楽

観論は最近では見 られ なくなった。実際、世

界経済 ・アジア経済の回復 は依然不透明であ

ることか ら、当面は高経済成長 を実現す るこ



とは不可能であろう。

1998年 末に、1999年 の経済 目標 が発表 さ

れた。表6は 、1999年 の主要経済 目標 を示

した ものであ る。 同主要経済 目標を1998年

の改定値 ・実質値 と比較す ると(表3参 照)、

1999年 のGDP成 長率 は5-6%に 設定 さ

れ 、1998年 の実質値5.8%(同 改定値 は6-

7%)に 近い ことか ら1998年 とほぼ同 じ経

済成長率を想定 している。 また工業生産成長

率 とサー ビス部 門成長 率は10-11%と4-

5%に 設 定 され 、1998年 の 同 実 質 値 の

10.3%と4.2%に 近 い ことか ら、 これ らの

部門 も1998年 とほぼ同 じ成 長率を想定 して

る。1999年 の輸 出増加 率は5-7%に 設 定

され 、1998年 の実質値0.9%を 大幅 に上回

る。1994年 か ら1996年 の高経済成長期では、

サー ビス部門と輸出が高経済成長の牽引力で

あ ったが、アジア通貨 ・経済危機 の影響が引

き続 くと想定 され ているためか、従来よ りか

なり低 く設定され ている。 これ らの数値か ら、

政府 は1999年 のベ トナム経済 は、輸 出は若

干改善 されっっ1998年 の経済成長水準 を維

持す るとの見通 しがなされ てい るものと考え

表61999年 の主要経済 目標

GDP成 長 率(%)

農 業

工 業

サ ー ビ ス

食糧総生産量(ト ン)

総 輸 出 額(%)

イ ン フ レ 率

財政赤字(対GDP比)

5.0-6.0

3.5-4.0

10.0-11.0

4.0-5.0

3,200万

5.0-7.0

10.0%以 下

約3.5%

(出 所)"KinhteSaigon,"No.415,4頁,

1998年12月10日 号 よ り作 成 。
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られ る。ただ実際にこの経済 目標の達成 は、

第2章 で述べた1998年 の実体経済状況 を考

慮す ると疑問であ る。

ベ トナム経済の回復 と競争力を強化す るた

めには、国営企業改革 ・不良債権問題(金 融

システ ム改革を含む)・ 輸 出拡大 ・外資導入

に取 り組む必要がある。特に国営企業改革は

不 良債権問題と失業問題 と関連 した最重要課

題 であ る。1999年 に政 府は大胆 な国営企業

の再編成を予定 してお り、それによ って170

万人の余剰労働力が新たに生ず るもの と予測
37)

されている。

アジア通貨 ・経済危機の影響 による経済の

減速(特 に都市経済 の低迷)と それに伴 う失

業者の増加 を解決す るために、1998年 後半

以降に農村開発 と地方経済開発が重視 されは

じめた。最近注 目されている農村 ・地方経済

開発は、輸入を抑制 し、失業者 と余剰労働 力

を吸収 し、国内資源 と国内諸力を最大 限に活

用 して国内経済 の活性化 と輸 出の増大をはか

ろうとす るものである。ベ トナムの新 しい経

済発展戦略 として、今後の動向に注 目したい。
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1)1997年7月 に タ イ で 発 生 した 通 貨 危 機 の

要 因お よび そ の対 策 に っ い ては 、拙 稿 「タイ
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2)日 本 貿 易 振 興 会 『ASEANinfigures』

100頁 、1998年3月18日 参 照 。

3)SaigonTimes、8頁 、1998年7月4日 号。

4)1998年11月22日 付 けNhanDan。

5)SaigonTimes,20頁,1999年1月23日 号 。

6)kinhteSaigon、5頁 、1999年1月7日 号 。

7)SaigonTimes、15頁 、1997年11月1日 号 。

8)SaigonTimes、15頁 、1997年10月25日 号 。

9)1998年 の 輸 出実 績 は 、SaigonTimes、29
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年4月 号 、9頁 。

13)SaigonTimes、11頁 、1998年8月8日 号 。

14)1992年 に 改 正 され た 「ベ トナ ム 社 会 主 義

共和 国1992年 憲 法 」 第2章 経 済 制度 第15条

に は、 「(略)多 様 な生産 ・経 営 形態 を備 え た

多 セ ク ター商 品 経済 は全 人 民 的 、集 団 的 お よ

び個 人 的所 有 制 度 に依 拠 す るが 、そ の 中 で は

全 人 的 お よ び集 団的 所 有 を基 礎 とす る」 とあ

り、引 き続 き国営 部 門 と集 団部 門 を重 要 視 し

て い る(ア ジア経 済 研究 所 『ア ジア経 済 動 向

年 報1993年 版 』207頁 、1993年8月25日)。

15)SaigonTimes、10頁 、1999年1月23日 号 。

16)SaigonTimes、9-10頁 、1998年8月1日 号。

17)SaigonTimes、8頁 、1998年1月10日 号 。

18)SaigonTimes、8頁 、1999年1月16日 号 。

19)ロ シ ア は1998年 末 にベ トナ ム 中部 の石 油

精 製 所 へ の 大規 模 投 資 を行 った 。

20)東 南 ア ジア調 査 会 『東 南 ア ジア月 報 』1997

年9月 号 、8頁 。

21)東 南 ア ジ ア調 査 会 『東 南 ア ジア月 報』1998
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22)'QuyetdinhcuaThutuongChinhphu
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Nguoicutrulatochuc,'"GongBao"So.
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24)'QyuetBinhcuaThutuongChinhphu

so232/1998/QD-TTgngayOl/12/1998

veviecsuadoikhoanlva2Dieul
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